
令和2年度　行政評価の取組結果（総務局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の
理由及び課題

目
標

実
績

68.5 ％ 66.2 ％

達
成
率

167.1 ％ 96.6 ％

目
標

70 ％

実
績

70 ％

達
成
率

100.0 ％

目
標

1,200 社

実
績

1,474 社 1,390 社

達
成
率

122.8 ％

―

―

【Check】　　評価　／　【Action】改善

R2年度
R4年度予算要求に向けた


施策の方向性

順調

Ⅰ-1-
(1)-①

仕事と
子育て
の両立
支援

9,545

1

2

―

R1年度
比増加
(R6年
度)

73％
(R5年
度)

12,750

10,700

【評価理由】
　ワーク・ライフ・バラン
ス推進事業は、女性活躍・
ワークライフバランス表彰
や企業へのアドバイザー派
遣、各種セミナーの開催等
により、企業等への取組支
援が着実に進んでいる。ま
た、仕事と生活の調和が図
られていると感じる人の割
合についても、令和元年度
と同水準である。
　女性輝き！推進事業は、
市内の女性管理職や女性創
業者の育成、子育て中の女
性の就職支援など、女性の
「働く」に係る幅広い支援
を着実に進めることができ
た。
　以上のことから「順調」
と判断。

【課題】
　コロナ禍で女性活躍・
ワークライフバランスの推
進や働き方改革がより一層
求められているところ、企
業については、意識改革が
さらに重要となってくる。
そのため、企業への取組支
援に係る効果的なPRを図る
とともに、働き方改革等へ
の企業の意識改革につなが
るような取組を強化する必
要がある。
　また、子育て中の女性に
ついては両立不安の緩和
が、女性管理職や創業者に
ついてはネットワークづく
りが課題となっている。
　併せて、いずれも、コロ
ナ禍のような有事でも切れ
目のない支援を継続できる
よう、実施方法などについ
ての柔軟な対応が求められ
る。

　女性活躍・ワークライフ
バランスの推進に関する企
業へのアドバイザー派遣や
各種セミナーの開催等につ
いては、新型コロナウイル
ス感染症拡大の影響を受け
減少傾向となったが、オン
ライン開催など方法を工夫
しながら実施することがで
きた。女性活躍・ワークラ
イフバランス表彰受賞者数
は、令和元年度を上回る実
績（R1:4社→R2:6社）と
なった。
　加えて、仕事と生活の調
和が図られていると感じる
人の割合は、令和元年度と
同水準であるため、「順
調」と判断。

　コロナ禍でも実施方法等
を工夫しながら、例年と概
ね同程度の研修等を実施す
ることができた。女性管理
職の登用や女性創業者支援
等に係る研修参加者へのア
ンケート結果の満足度がそ
れぞれ9割に達し、また、
ダイバーシティ行動宣言等
登録・届出企業数も伸びて
いることから、「順調」と
判断。
　なお、「ダイバーシティ
行動宣言等登録・届出企
業」は、第2期まち・ひ
と・しごと総合戦略の策定
に伴い、事業の組み換えや
終了によって一部指標を削
除するなど、令和2年度よ
り算定方法を見直した。
（令和2年度に削除した指
標を除いた令和元年度の企
業数：1,266社）

順調

順調

R1年度

単年度目標
なし

　働く女性・働きた
い女性が、各々の希
望に応じ、その個性
と能力を十分に発揮
し輝けるよう、キャ
リアアップや就職、
創業支援、子育てと
の両立支援等、幅広
く女性の就業を支援
するほか、ウーマン
ワークカフェ北九州
の更なる周知広報と
新規利用者の獲得を
図る。

R1年度

女性の就業率
（25～44歳）

④
❺
⑧
⑩

女性輝き！推
進事業

R2年度

ダイバーシティ
行動宣言等登
録・届出企業
（累計）

女性
活躍
推進
課

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

68.5％
(R1年
度)

ワーク・ライ
フ・バランス
推進事業

仕事と生活の調
和が図られてい
ると感じる人の
割合

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要

R1年度比
増加

H25年度の水
準より増加

施策番号
・施策名

No.

⑤
❽
⑩

　誰もが多様な働き
方や生き方を選択で
き、活力ある豊かな
社会を実現するた
め、企業等の取組支
援などを行うととも
に、企業や地域での
様々な活動と連携し
ながら仕事と生活の
調和（ワーク・ライ
フ・バランス）の推
進を図る。

女性
活躍
推進
課

SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

1,600社
(R6年
度)

事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 人件費
（目安）

4,5437,070

11,455

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

65.9％
(H22年
国勢調
査)

597社
(H26年
度)

11,991

単年度目標
なし

　企業については、仕事と
生活の調和が図られている
と感じる人の割合が今後さ
らに上昇していくよう、引
き続き、各種支援を通じて
意識改革を一層推進してい
く。また、事業の実施にあ
たっては、企業のニーズを
踏まえ、効率的な事業実施
や効果的なPRを検討してい
く。
　女性個人については、働
く女性・働きたい女性が、
各々の希望に応じ、その個
性と能力を十分に発揮して
活躍できるよう、引き続き
幅広い支援を行うことが重
要である。
　女性の就労支援について
は、ウーマンワークカフェ
北九州の利用を促進すると
ともに、子育て中の女性が
参加しやすいよう実施方法
等を工夫しながらセミナー
等を実施する。
　女性の管理職・創業者支
援については、引き続き
ニーズを踏まえながら、ス
キルアップとネットワーク
づくりを行う。

5,926
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令和2年度　行政評価の取組結果（総務局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の
理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

R2年度
R4年度予算要求に向けた


施策の方向性

R1年度

R1年度 R2年度

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 人件費
（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

目
標

実
績

18.0 ％ 19.6 ％

達
成
率

目
標

実
績

13.2 ％ 13.1 ％

達
成
率

目
標

90 ％

実
績

94.7 ％ 94.7 ％

達
成
率

105.2 ％

目
標

実
績

28.7 ％ 42.7 ％

達
成
率

―

―

―

―

順調

　女性職員の能力開発、
キャリア形成支援にかかる
取組を進め、女性役職者・
管理職比率は中長期的には
上昇傾向で推移している。
活動指標の研修（総務局女
性活躍推進課が実施・支
援）のほか、各局が自主的
に行った研修等を含める
と、昨年度の実績は前年度
比3件増の19件に上り、全
体として取組は進んでい
る。
　コロナ禍においても、テ
レワークの推進や働き方見
直し実践部署コンサルティ
ング実施等で、効率的な働
き方の実現を図ったほか、
イクボスの実践等により、
イクボスや男性の育児休業
に係る成果指標も高水準を
維持又は大きく上昇してい
るため、「順調」と判断。

Ⅱ-3-
(2)-①
政策・
方針決
定過程
への男
女共同
参画の
推進

6,768 ―

95％
(R5年
度)

―

単年度目標
なし

―

【評価理由】
　市職員向けの取組として
は、各種研修の機会等を通
じた女性職員の能力開発や
キャリア形成支援の継続に
より、女性職員の登用は着
実に進んでいる。
　働き方改革やワーク・ラ
イフ・バランスの推進、イ
クボスマネジメントの実践
によって、男性職員の育児
休業取得率は大きく上昇
し、前倒しで目標を達成す
るなど、男性職員が育児休
業を当たり前に取得できる
組織風土は着実に醸成され
てきていると言える。
　市民向けの取組として、
男女共同参画センター及び
勤労婦人センターにおい
て、男女共同参画社会の形
成の推進に向けたイベント
や講座の開催、就業・キャ
リアアップ支援、相談等を
実施している。講座数・参
加者数は新型コロナウイル
ス感染症拡大防止のため休
館及び利用者数の制限を
行ったことから講座数・参
加者数共に減少したもの
の、オンラインやオンデマ
ンドによる講義に変更する
等、コロナ禍の状況を踏ま
え工夫して実施している。
　また、広報啓発事業で
は、実施主体である団体そ
れぞれが工夫しながら広報
啓発等の課題に取り組み、
コロナ禍においてオンライ
ン等の新たな実施手法を生
かした講座を行っている。
　以上のことから、「順
調」と判断。

【課題】
　市職員向けについては、
女性職員が抱える能力不安
や両立不安の解消は引き続
き必要であり、女性職員の
意識改革に一層取り組む必
要がある。加えて、ワー
ク・ライフ・バランスの実
現及び生産性の向上の観点
から、働き方改革がさらに
求められており、デジタル
市役所推進室と連携してテ
レワークの推進等を行い、
職場全体の意識改革も含め
て取組を加速させる必要が
ある。
　市民向けについては、男
女共同参画センター・ムー
ブ及び勤労婦人センター・
レディス（もじ・やはた）
において、男女共同参画社
会の形成を一層推進するた
め、より多くの方が関心を
持って参加できるイベント

順調

17.6％
(H30年
度)

14.8％
(H29年
度)

13.6％
(H30年
度)

女性役職者（係
長級以上）比率
（教職員・消防
職員を除く）

　女性職員の活躍と
ワーク・ライフ・バ
ランスの推進は一体
的に取組みを推進す
ることにより相乗効
果が高まるため、女
性活躍推進法に基づ
く特定事業主行動計
画「女性活躍推進ア
クションプラン（第
2期：平成26年度～
30年度）」と次世代
育成支援対策推進法
に基づく特定事業主
行動計画「北九州市
職員ダイバーシティ
推進プログラム（平
成27年度～31年
度）」を整理・統合
し、令和元年5月に
「北九州市職員女性
活躍・ワークライフ
バランス推進プログ
ラム」を策定した。
組織の持続的な成長
と多様化する市民
ニーズへ対応するた
め、性別にかかわら
ず活躍できる組織風
土を醸成し、全ての
職員が育児や介護等
のライフスタイルの
変化に応じて柔軟な
働き方を選択するこ
とで、いきいきと働
きがいを持って活躍
できる職場を目指
す。

部課長級の多面
評価「イクボス
10か条を実践で
きている管理職
の割合」

3
❺
⑧
⑩

北九州市職員
女性活躍・
ワークライフ
バランス推進
プログラム推
進事業

88.0％
(H27年
度)

女性
活躍
推進
課

男性職員の育児
休業取得率

女性管理職（課
長級以上）比率
（教職員・消防
職員を除く）

単年度目標
なし

単年度目標
なし

単年度目標
なし

23％
(R5年
度)

30％
(R4年
度)

15％
(R5年
度)

4,382 11,050

―

単年度目標
なし

単年度目標
なし

単年度目標
なし

　市職員向けについては、
組織の持続的な成長と市民
ニーズの多様化に対応する
ため、性別にかかわらず活
躍できる風土を醸成し、管
理職の男女比率が職員全体
の男女比率と同様になるこ
とを目指していく必要があ
る。
　女性管理職の登用につい
ては、「2040年40％」に向
けて、女性職員の育成や能
力・両立不安の解消を加速
させていく。
　また、女性活躍やワー
ク・ライフ・バランスを推
進する環境づくりとして、
男性職員の家庭参画に係る
質の向上や役職者以上のイ
クボス実践を引き続き推進
していく。
　さらに、働き方改革の要
であるテレワークの推進に
ついては、デジタル市役所
推進室と連携しながら、多
様で柔軟な働き方の実現に
向けて取り組んでいく。
　市民向けについては、男
女共同参画社会の形成の推
進に向けた効果的な取組を
実施するため、コロナ禍で
の事業実施を契機に取り入
れたオンライン等による講
義を積極的に取り入れる等
により、これまで参加して
いなかった若年層等を含め
た幅広い層を見据えた事業
を実施する。
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令和2年度　行政評価の取組結果（総務局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の
理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

R2年度
R4年度予算要求に向けた


施策の方向性

R1年度

R1年度 R2年度

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 人件費
（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

　成果指標としている項目
の調査は5年毎に実施のた
め、達成率は「－」とし
た。
　「男女共同参画フォーラ
ムin北九州」は新型コロナ
ウイルス感染症拡大防止の
ため中止したが、リーフ
レット作成等コロナ禍で実
施可能な啓発活動を続けて
いる。
　「男女共同参画に関する
広報啓発事業」の回数、参
加者数は新型コロナウイル
ス感染症拡大に伴う会場閉
鎖等の影響を受け共に減少
したが、団体それぞれが工
夫しながら広報啓発等の課
題に取り組み、コロナ禍に
おいてオンライン等の新た
な実施手法を生かした講座
を行っている。
　以上のことから、「やや
遅れ」と判断。

やや
遅れ

―

3,193

　成果指標としている項目
の調査は5年毎に実施のた
め、達成率は「－」とし
た。
　新型コロナウイルス感染
症拡大防止のため休館及び
利用者数の制限を行ったこ
とから男女共同参画推進に
係る講座数・参加者数共に
減少した。特に参加者数
は、ムーブフェスタを中止
したことから達成率20.6％
と大幅に減少した。
　男女共同参画社会の形成
の推進に向けたイベントや
講座の開催、就業・キャリ
アアップ支援、相談事業等
は当初の事業計画どおりに
進めることができなかった
が、新型コロナウイルス感
染症拡大防止対策の一環と
して一部の講座で対面では
なくオンラインやオンデマ
ンドによる講義等、新たな
実施手法等を取り入れ工夫
して実施したことから、
「順調」と判断。

④
❺
⑩
⑪
⑰

男女
共同
参画
推進
課

　男女共同参画セン
ター・ムーブ及び勤
労婦人センター・レ
ディス（もじ・やは
た）において、施設
の運営をはじめ、地
域に根ざした男女共
同参画推進、女性
リーダー育成、就
職・再就職に向けた
就業・キャリアアッ
プ支援、あるいは相
談事業など、様々な
事業を展開し、男女
共同参画社会の形成
を推進する。

339,251

3,648 745

340,537

5,050

8,950 順調

持って参加できるイベント
や講座となるよう継続的に
テーマや事業手法を見直す
必要がある。勤労婦人セン
ターについては「公共施設
マネジメント実行計画」に
基づき令和2年度で用途廃
止をし、事業見直しを行っ
たうえで男女共同参画セン
ターに集約した。

330,272

男女
共同
参画
推進
課

地域における
男女共同参画
推進啓発事業
【男女共同参
画広報・啓発
事業】

④
❺
⑧
⑩
⑰

5

　地域における男女
共同参画の推進を図
るため、地域で活動
している団体・グ
ループ等が企画・実
施する広報啓発活動
を支援し、男女共同
参画に関する理解を
深める。

性別による固定
的役割分担意識
に肯定的な人の
割合

4

男女共同参画
センター及び
勤労婦人セン
ター管理運営
事業

性別による固定
的役割分担意識
に肯定的な人の
割合

69.7％
(H29年
度)

―

―

男女共同参画社
会という言葉の
認知度

26.7％
(H29年
度)

26.7％
(H29年
度)

―

単年度目標
なし

単年度目標
なし

―

―

―

80％
(R4年
度)

―

―

H29年度
の水準
より減

少
(R4年
度)

単年度目標
なし

―

H29年度
の水準
より減

少
(R4年
度)

単年度目標
なし

単年度目標
なし

―

―

単年度目標
なし
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令和2年度　行政評価の取組結果（総務局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の
理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

R2年度
R4年度予算要求に向けた


施策の方向性

R1年度

R1年度 R2年度

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 人件費
（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

目
標

実
績

68.5 ％ 66.2 ％

達
成
率

167.1 ％ 96.6 ％

目
標

実
績

66.2 ％

達
成
率

96.6 ％

4,543

【評価理由】
　市内企業等に向けた取組
としては、女性活躍・ワー
クライフバランス表彰や企
業へのアドバイザー派遣、
各種セミナーの開催等によ
り、企業等への取組支援が
着実に進んでいる。また、
仕事と生活の調和が図られ
ていると感じる人の割合に
ついても、令和元年度と同
水準である。
　また、北九州イクボス同
盟の加盟数・活動内容とも
に充実してきており、仕事
と生活の調和がとれている
と感じる人の割合も安定的
に推移している。
　市職員向けの取組として
は、各種研修の機会等を通
じた女性職員の能力開発や
キャリア形成支援の継続に
より、女性職員の登用は着
実に進んでいる。
　働き方改革やワーク・ラ
イフ・バランスの推進、イ
クボスマネジメントの実践
によって、男性職員の育児
休業取得率は大きく上昇
し、前倒しで目標を達成す
るなど、男性職員が育児休
業を当たり前に取得できる
組織風土は着実に醸成され
てきていると言える。
　テレワークの推進につい
ては、BCP対策や多様で柔
軟な働き方の試行など、モ
バイル端末を幅広く活用す
ることができた。
　以上のことから「順調」
と判断。

　企業については、仕事と
生活の調和が図られている
と感じる人の割合が今後さ
らに上昇していくよう、引
き続き、各種支援を通じて
企業の意識改革を一層推進
していく。また、事業の実
施にあたっては、企業の
ニーズを踏まえ、効率的な
事業実施や効果的なPRを検
討していく。
　市内企業等のイクボス推
進については、「北九州イ
クボス同盟」設立5周年の
節目において、当該同盟の
一層の拡大を目指すととも
に、記念イベント等の実施
により、本市全体の機運醸
成を図る。
　市職員については、組織
の持続的な成長と市民ニー
ズの多様化に対応するた
め、性別にかかわらず活躍
できる風土を醸成し、管理
職の男女比率が職員全体の
男女比率と同様になること
を目指していく必要があ
る。
　女性管理職の登用につい
ては、「2040年40％」に向
けて、女性職員の育成や能
力・両立不安の解消を加速
させていく。
　また、女性活躍やワー
ク・ライフ・バランスを推
進する環境づくりとして、
男性職員の家庭参画に係る
質の向上や役職者以上のイ
クボス実践を引き続き推進
していく。
　さらに、働き方改革の要
であるテレワークの推進に
ついては、デジタル市役所

5,926

　女性活躍・ワークライフ
バランスの推進に関する企
業へのアドバイザー派遣や
各種セミナーの開催等につ
いては、新型コロナウイル
ス感染症拡大の影響を受け
減少傾向となったが、オン
ライン開催など方法を工夫
しながら実施することがで
きた。女性活躍・ワークラ
イフバランス表彰受賞者数
は、令和元年度を上回る実
績（R1:4社→R2:6社）と
なった。
　加えて、仕事と生活の調
和が図られていると感じる
人の割合は、令和元年度と
同水準であるため、「順
調」と判断。

1,500 10,700 順調

　学生等求職者向けの業界
研究会を実施することで、
学生等に対して「イクボ
ス」やイクボス推進企業の
PRを行い、企業の人材確保
支援に繋げていくこと等に
よる加盟インセンティブの
拡大を図り、同盟加盟数が
増加した（R2:181社）。加
えて、仕事と生活の調和が
とれていると感じる人の割
合が令和元年度と同水準の
ため、「順調」と判断。

7

女性
活躍
推進
課

　誰もが多様な働き
方や生き方を選択で
き、活力ある豊かな
社会を実現するた
め、企業等の取組支
援などを行うととも
に、企業や地域での
様々な活動と連携し
ながら仕事と生活の
調和（ワーク・ライ
フ・バランス）の推
進を図る。

⑤
❽
⑰

6

北九州イクボ
ス同盟拡大推
進事業

　働く人の幸せ、生
産性・業績の向上、
人材確保に繋がり、
その先にある「働き
やすいまち北九州」
を目指すために、平
成29年度に設立した
「北九州イクボス同
盟」を推進し、経営
者・管理職の意識改
革を図る。

女性
活躍
推進
課

1,500

7,070 10,700 順調

順調

R1年度
比増加
(R6年
度)

仕事と生活の調
和が図られてい
ると感じる人の
割合

⑤
❽
⑩

ワーク・ライ
フ・バランス
推進事業

68.5％
(R1年
度)

仕事と生活の調
和が図られてい
ると感じる人の
割合

68.5％
(R1年
度)

R1年度
比増加
(R6年
度)

R1年度比
増加

H25年度の水
準より増加

R1年度比
増加

―

Ⅱ-3-
(2)-②
ワー
ク・ラ
イフ・
バラン
ス（仕
事と生
活の調
和）の
推進
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令和2年度　行政評価の取組結果（総務局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の
理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

R2年度
R4年度予算要求に向けた


施策の方向性

R1年度

R1年度 R2年度

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 人件費
（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

目
標

75 ％

実
績

達
成
率

目
標

実
績

28.7 ％ 42.7 ％

達
成
率

目
標

90 ％

実
績

94.7 ％ 94.7 ％

達
成
率

105.2 ％

目
標

25 人

実
績

82 人

達
成
率

328.0 ％

目
標

30 日

実
績

達
成
率

単年度目標
なし

―

―

【課題】
　市内企業向けについて
は、コロナ禍で女性活躍・
ワークライフバランスの推
進や働き方改革がより一層
求められているところ、意
識改革がさらに重要となっ
てくる。そのため、企業へ
の取組支援に係る効果的な
PRを図るとともに、働き方
改革等への企業の意識改革
につながるような取組を強
化する必要がある。
　北九州イクボス同盟の拡
大のため、「イクボス」及
び「イクボス同盟」の認知
度向上を図り、さらに市内
企業等におけるイクボス推
進を加速させていく必要が
ある。
　いずれも、引き続き、コ
ロナ禍のような有事にも切
れ目のない支援を継続でき
るよう、実施方法などにつ
いての柔軟な対応が求めら
れる。
　市職員向けについては、
女性職員が抱える能力不安
や両立不安の解消は引き続
き必要であり、女性職員の
意識改革に一層取り組む必
要がある。加えて、ワー
ク・ライフ・バランスの実
現及び生産性の向上の観点
から、働き方改革がさらに
求められているところ、デ
ジタル市役所推進室と連携
してテレワークの推進等を
行い、職場全体の意識改革
も含めて取組を加速させる
必要がある。

　テレワークの推進につい
ては、新型コロナウイルス
感染防止対策や、在宅勤
務・モバイルワークの試行
など幅広く活用され、活
動・成果指標が目標を大幅
に上回ったため「大変順
調」と判断。
　なお、在宅勤務の実施人
数については、テレワーク
のトライアル（試行導入）
人数（本事業で導入したモ
バイル端末30台の利用者
数）から災害対応や新型コ
ロナウイルス感染症対策で
の応援派遣を除いた人数と
した。
　別途、令和2年9月補正予
算においてモバイル端末約
1,500台分を確保した。現
在順次導入しながら、テレ
ワークの本格実施に向けた
環境を整備している。

　女性職員の能力開発、
キャリア形成支援にかかる
取組を進め、女性役職者・
管理職比率は中長期的には
上昇傾向で推移している。
活動指標の研修（総務局女
性活躍推進課が実施・支
援）のほか、各局が自主的
に行った研修等を含める
と、昨年度の実績は前年度
比3件増の19件に上り、全
体として取組は進んでい
る。
　コロナ禍においても、テ
レワークの推進や働き方見
直し実践部署コンサルティ
ング実施等で、効率的な働
き方の実現を図ったほか、
イクボスの実践等により、
イクボスや男性の育児休業
に係る成果指標も高水準を
維持又は大きく上昇してい
るため、「大変順調」と判
断。

推進室と連携しながら、多
様で柔軟な働き方の実現に
向けて取り組んでいく。

―

在宅勤務の実施
人数

―

11,050

テレワーク推
進事業

女性
活躍
推進
課

　仕事と生活を両立
する仕組みづくりの
ひとつとして、情報
通信技術を活用した
柔軟な働き方の整備
を推進するため、職
員一人一人のライフ
ステージや生活スタ
イルに合った働き方
を実現できるテレ
ワークの本格導入に
向けて試行拡充を行
う。

❺
⑧
⑩

8

⑤
❽
⑩

北九州市職員
女性活躍・
ワークライフ
バランス推進
プログラム推
進事業

　女性職員の活躍と
ワーク・ライフ・バ
ランスの推進は一体
的に取組みを推進す
ることにより相乗効
果が高まるため、女
性活躍推進法に基づ
く特定事業主行動計
画「女性活躍推進ア
クションプラン（第
2期：平成26年度～
30年度）」と次世代
育成支援対策推進法
に基づく特定事業主
行動計画「北九州市
職員ダイバーシティ
推進プログラム（平
成27年度～31年
度）」を整理・統合
し、令和元年5月に
「北九州市職員女性
活躍・ワークライフ
バランス推進プログ
ラム」を策定した。
組織の持続的な成長
と多様化する市民
ニーズへ対応するた
め、性別にかかわら
ず活躍できる組織風
土を醸成し、全ての
職員が育児や介護等
のライフスタイルの
変化に応じて柔軟な
働き方を選択するこ
とで、いきいきと働
きがいを持って活躍
できる職場を目指
す。

女性
活躍
推進
課

参加の
継続

―

30％
(R4年
度)

69.9％
(H26年
度)

男性職員の育児
休業取得率

14.8％
(H29年
度)

―

88.0％
(H27年
度)

80％
(R5年
度)

95％
(R5年
度)

テレワークデイ
ズへの参加

―

両立しながら新
たな業務等に
チャレンジした
いと思う職員の
割合

―

部課長級の多面
評価「イクボス
10か条を実践で
きている管理職
の割合」

単年度目標
なし

大変
順調

6,768

大変
順調

―

―

単年度目標
なし

単年度目標
なし

―

―

100人
(R2～R4
年度累
計)

6,400

4,382

9 6,888 ―5,700
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令和2年度　行政評価の取組結果（総務局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の
理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

R2年度
R4年度予算要求に向けた


施策の方向性

R1年度

R1年度 R2年度

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 人件費
（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

目
標

実
績

達
成
率

　専門的な知見を持つNPO
等と連携して、高校・大学
等でデートDV予防教室を13
回行った。また、警察等関
係機関との連絡会議を開催
し、課題の検討による情報
の共有を定期的に行ってい
る。（令和2年度は新型コ
ロナウイルス感染症拡大防
止のため書面会議により実
施）
　指標としている項目の調
査は5年毎に実施のため、
達成率は「－」とした。
デートDV予防教室回数、受
講者数については前年度よ
り減少したが、各教室での
リモート講義形式等の工夫
により実施できたため、
「順調」と判断。

【評価理由】
　高校や大学等でのデート
DV予防教室の実施や連絡会
議の開催による情報共有
等、能動的な活動を着実に
実施していることから、
「順調」と判断。

【課題】
　配偶者や恋人等、親しい
関係にある人からの暴力は
重大な人権侵害であること
を誰もが認識し、暴力を容
認しない意識の醸成のた
め、積極的な広報・啓発活
動を継続して実施する必要
がある。

順調5,050―

単年度目標
なし

80％
(R4年
度)

　配偶者や恋人等、
親しい関係にある人
からの暴力は、重大
な人権侵害であるこ
とを誰もが認識し、
暴力を容認しない意
識の醸成のための広
報・啓発を行う。

男女共同参画
基本計画推進
事業（配偶者
等からの暴力
対策事業）

❺
⑩
⑰

10

配偶者等との間
における「平手
で打つ」につい
て、暴力と認識
する人の割合

71.1％
(H29年
度)

男女
共同
参画
推進
課

Ⅱ-3-
(2)-③

性別に
よる人
権侵害
行為の
根絶

3,4642,8345,555

―

―

―

順調

単年度目標
なし

　若年層からの取組による
意識改革は重要である。男
女共同参画に関する副読本
を用いた、子どもの頃から
の男女共同参画への意識の
醸成を図る取組や、高校・
大学等でのデートDV予防教
室などを継続していく。
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令和2年度　行政評価の取組結果（総務局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の
理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

R2年度
R4年度予算要求に向けた


施策の方向性

R1年度

R1年度 R2年度

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 人件費
（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

目
標

実
績

18.0 ％ 19.6 ％

達
成
率

目
標

実
績

13.2 ％ 13.1 ％

達
成
率

目
標

90 ％

実
績

94.7 ％ 94.7 ％

達
成
率

105.2 ％

目
標

実
績

28.7 ％ 42.7 ％

達
成
率

―

単年度目標
なし

単年度目標
なし

単年度目標
なし

【評価理由】
　市職員向けの取組として
は、各種研修の機会等を通
じた女性職員の能力開発や
キャリア形成支援の継続に
より、女性職員の登用は着
実に進んでいる。
　働き方改革やワーク・ラ
イフ・バランスの推進、イ
クボスマネジメントの実践
によって、男性職員の育児
休業取得率は大きく上昇
し、前倒しで目標を達成す
るなど、男性職員が育児休
業を当たり前に取得できる
組織風土は着実に醸成され
てきていると言える。
　市内企業等に向けた取組
としては、北九州イクボス
同盟の加盟数・活動内容と
もに充実してきており、仕
事と生活の調和がとれてい
ると感じる人の割合も安定
的に推移している。
　テレワークの推進につい
ては、BCP対策や多様で柔
軟な働き方の試行など、モ
バイル端末を幅広く活用す
ることができた。
　女性個人に向けた取組に
ついては、市内の女性管理
職や女性創業者の育成、子
育て中の女性の就職支援な
ど、女性の「働く」に係る
幅広い支援を着実に進める
ことができた。
　また、ウーマンワークカ
フェ北九州は、コロナ禍で
新規利用者数が減少したも
のの、電話相談等により切
れ目のない支援を行った。
また、就職決定率も前年度
と同水準であり、安定的に
女性の就労に繋げることが
できている。
　働き方改革先進都市事業
については、新型コロナウ
イルス感染症の影響によ
り、事業内容を変更せざる
を得なかったが、女子中学
生への多様な進路選択の支
援を切れ目なく行うことが
できた。
　以上のことから、「順
調」と判断。

【課題】
　市職員向けについて、女
性職員が抱える能力不安や
両立不安の解消は引き続き
必要であり、女性職員の意
識改革に一層取り組む必要
がある。加えて、ワーク・
ライフ・バランスの実現及
び生産性の向上の観点か
ら、働き方改革がさらに求
められているところ、デジ

　女性職員の能力開発、
キャリア形成支援にかかる
取組を進め、女性役職者・
管理職比率は中長期的には
上昇傾向で推移している。
活動指標の研修（総務局女
性活躍推進課が実施・支
援）のほか、各局が自主的
に行った研修等を含める
と、昨年度の実績は前年度
比3件増の19件に上り、全
体として取組は進んでい
る。
　コロナ禍においても、テ
レワークの推進や働き方見
直し実践部署コンサルティ
ング実施等で、効率的な働
き方の実現を図ったほか、
イクボスの実践等により、
イクボスや男性の育児休業
に係る成果指標も高水準を
維持又は大きく上昇してい
るため、「順調」と判断。

女性管理職（課
長級以上）比率
（教職員・消防
職員を除く）

―

88.0％
(H27年
度)

23％
(R5年
度)

―

―

13.6％
(H30年
度)

―

女性
活躍
推進
課

　女性職員の活躍と
ワーク・ライフ・バ
ランスの推進は一体
的に取組みを推進す
ることにより相乗効
果が高まるため、女
性活躍推進法に基づ
く特定事業主行動計
画「女性活躍推進ア
クションプラン（第
2期：平成26年度～
30年度）」と次世代
育成支援対策推進法
に基づく特定事業主
行動計画「北九州市
職員ダイバーシティ
推進プログラム（平
成27年度～31年
度）」を整理・統合
し、令和元年5月に
「北九州市職員女性
活躍・ワークライフ
バランス推進プログ
ラム」を策定した。
組織の持続的な成長
と多様化する市民
ニーズへ対応するた
め、性別にかかわら
ず活躍できる組織風
土を醸成し、全ての
職員が育児や介護等
のライフスタイルの
変化に応じて柔軟な
働き方を選択するこ
とで、いきいきと働
きがいを持って活躍
できる職場を目指
す。

男性職員の育児
休業取得率

❺
⑧
⑩

11

―

女性役職者（係
長級以上）比率
（教職員・消防
職員を除く）

15％
(R5年
度)

部課長級の多面
評価「イクボス
10か条を実践で
きている管理職
の割合」

単年度目標
なし

17.6％
(H30年
度)

14.8％
(H29年
度)

―

単年度目標
なし

―

Ⅱ-3-
(2)-④
女性の
活躍推
進

北九州市職員
女性活躍・
ワークライフ
バランス推進
プログラム推
進事業

順調

95％
(R5年
度)

30％
(R4年
度)

単年度目標
なし

6,768

単年度目標
なし

4,382 11,050

　市職員については、組織
の持続的な成長と市民ニー
ズの多様化に対応するた
め、性別にかかわらず活躍
できる風土を醸成し、管理
職の男女比率が職員全体の
男女比率と同様になること
を目指していく必要があ
る。
　女性管理職の登用につい
ては、「2040年40％」に向
けて、女性職員の育成や能
力・両立不安の解消を加速
させていく。
　また、女性活躍やワー
ク・ライフ・バランスを推
進する環境づくりとして、
男性職員の家庭参画に係る
質の向上や役職者以上のイ
クボス実践を引き続き推進
していく。
　さらに、働き方改革の要
であるテレワークの推進に
ついては、デジタル市役所
推進室と連携しながら、多
様で柔軟な働き方の実現に
向けて取り組んでいく。
　市内企業等のイクボス推
進については、「北九州イ
クボス同盟」設立5周年の
節目において、当該同盟の
一層の拡大を目指すととも
に、記念イベント等の実施
により、本市全体の機運醸
成を図る。
　女性個人については、働
く女性・働きたい女性が、
各々の希望に応じ、その個
性と能力を十分に発揮して
活躍できるよう、引き続き
幅広い支援を行うことが重
要である。
　女性の就労支援について
は、ウーマンワークカフェ
北九州の利用を促進すると
ともに、子育て中の女性が
参加しやすいよう実施方法
等を工夫しながらセミナー
等を実施する。
　女性の管理職・創業者支
援については、引き続き
ニーズを踏まえながら、ス
キルアップとネットワーク
づくりを行う。
　また、コロナ禍で雇用情
勢が不安定な中、女性の就
労支援の拠点であるウーマ
ンワークカフェ北九州の役
割はますます重要となって
いる。
　ウーマンワークカフェ北
九州の利用促進に向けて、
一層の周知広報を図るとと
もに、女性の多様なライフ
キャリアに合わせたきめ細
かい支援を充実させてい
く。

順調
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令和2年度　行政評価の取組結果（総務局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の
理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

R2年度
R4年度予算要求に向けた


施策の方向性

R1年度

R1年度 R2年度

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 人件費
（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

目
標

実
績

66.2 ％

達
成
率

96.6 ％

目
標

25 人

実
績

82 人

達
成
率

328.0 ％

目
標

30 日

実
績

達
成
率

目
標

70 ％

実
績

70 ％

達
成
率

100.0 ％

目
標

1,200 社

実
績

1,474 社 1,390 社

達
成
率

122.8 ％

―

R1年度比
増加

単年度目標
なし

単年度目標
なし

―

―

められているところ、デジ
タル市役所推進室と連携し
てテレワークの推進等を行
い、職場全体の意識改革も
含めて取組を加速させる必
要がある。
　市内企業向けについて
は、北九州イクボス同盟の
拡大のため、「イクボス」
及び「イクボス同盟」の認
知度向上を図り、さらに市
内企業等におけるイクボス
推進を加速させていく必要
がある。
　女性個人向けでは、子育
て中の女性については両立
不安の緩和が、女性管理職
や創業者についてはネット
ワークづくりが課題となっ
ている。
　また、ウーマンワークカ
フェ北九州の新規利用者数
が減少する中、新型コロナ
ウイルス感染症への対策に
も努めながら、特に子育て
中の女性のニーズを踏まえ
て、女性の就労を切れ目な
く支援していくことが重要
である。令和3年度に5周年
を迎えるところ、記念イベ
ントの実施等を通じて、一
層の認知度の向上や支援の
充実を図っていく必要があ
る。
　令和3年度も引き続き、
新型コロナウイルス感染症
の感染拡大のおそれがある
ため、事業の実施にあたっ
ては内容の工夫や変更が必
要となる。また、現在、女
子中学生向けの啓発事業を
行っているが、女子学生の
様々な進路選択の機会を捉
えてアプローチをしていく
ことも考えられる。
　いずれの取組も、コロナ
禍のような有事でも切れ目
のない支援を継続できるよ
う、実施方法などについて
の柔軟な対応が求められ
る。

　学生等求職者向けの業界
研究会を実施することで、
学生等に対して「イクボ
ス」やイクボス推進企業の
PRを行い、企業の人材確保
支援に繋げていくこと等に
よる加盟インセンティブの
拡大を図り、同盟加盟数が
増加した（R2:181社）。加
えて、仕事と生活の調和が
とれていると感じる人の割
合が令和元年度と同水準の
ため、「順調」と判断。

　テレワークの推進につい
ては、新型コロナウイルス
感染防止対策や、在宅勤
務・モバイルワークの試行
など幅広く活用され、活
動・成果指標が目標を大幅
に上回ったため「大変順
調」と判断。
　なお、在宅勤務の実施人
数については、テレワーク
のトライアル（試行導入）
人数（本事業で導入したモ
バイル端末30台の利用者
数）から災害対応や新型コ
ロナウイルス感染症対策で
の応援派遣を除いた人数と
した。
　別途、令和2年9月補正予
算においてモバイル端末約
1,500台分を確保した。現
在順次導入しながら、テレ
ワークの本格実施に向けた
環境を整備している。

R1年度
比増加
(R6年
度)

9,545 12,750

6,400

―

5,700

1,500

―

北九州イクボ
ス同盟拡大推
進事業

女性
活躍
推進
課

女性の就業率
（25～44歳）　働く女性・働きた

い女性が、各々の希
望に応じ、その個性
と能力を十分に発揮
し輝けるよう、キャ
リアアップや就職、
創業支援、子育てと
の両立支援等、幅広
く女性の就業を支援
するほか、ウーマン
ワークカフェ北九州
の更なる周知広報と
新規利用者の獲得を
図る。

ダイバーシティ
行動宣言等登
録・届出企業
（累計）

女性
活躍
推進
課

　働く人の幸せ、生
産性・業績の向上、
人材確保に繋がり、
その先にある「働き
やすいまち北九州」
を目指すために、平
成29年度に設立した
「北九州イクボス同
盟」を推進し、経営
者・管理職の意識改
革を図る。

65.9％
(H22年
国勢調
査)

　仕事と生活を両立
する仕組みづくりの
ひとつとして、情報
通信技術を活用した
柔軟な働き方の整備
を推進するため、職
員一人一人のライフ
ステージや生活スタ
イルに合った働き方
を実現できるテレ
ワークの本格導入に
向けて試行拡充を行
う。

在宅勤務の実施
人数

―

テレワークデイ
ズへの参加

―

―

―

597社
(H26年
度)

仕事と生活の調
和が図られてい
ると感じる人の
割合

68.5％
(R1年
度)

11,455

12

14

④
❺
⑧
⑩

女性輝き！推
進事業

⑤
❽
⑰

11,991

73％
(R5年
度)

10,700

100人
(R2～R4
年度累
計)

6,888

1,600社
(R6年
度)

参加の
継続

1,500

順調

く。
　働き方改革先進都市事業
については、社会において
女性が自らの個性・能力を
十分に発揮して活躍するた
めには、学生時代から性別
による固定的役割分担意識
をなくし、理工系分野など
多様な進路に興味関心を持
てるようにすることが重要
である。
　今後とも、女性の活躍が
進んでいない分野を中心
に、市内の大学や理工系企
業と連携しながら、女子学
生の進路選択を支援してい
く。

大変
順調

　コロナ禍でも実施方法等
を工夫しながら、例年と概
ね同程度の研修等を実施す
ることができた。女性管理
職の登用や女性創業者支援
等に係る研修参加者へのア
ンケート結果の満足度がそ
れぞれ9割に達し、また、
ダイバーシティ行動宣言等
登録・届出企業数も伸びて
いることから、「順調」と
判断。
　なお、「ダイバーシティ
行動宣言等登録・届出企
業」は、第2期まち・ひ
と・しごと総合戦略の策定
に伴い、事業の組み換えや
終了によって一部指標を削
除するなど、令和2年度よ
り算定方法を見直した。
（令和2年度に削除した指
標を除いた令和元年度の企
業数：1,266社）

13
⑤
❽
⑩

テレワーク推
進事業

順調

女性
活躍
推進
課
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令和2年度　行政評価の取組結果（総務局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の
理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

R2年度
R4年度予算要求に向けた


施策の方向性

R1年度

R1年度 R2年度

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 人件費
（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

目
標

70 ％

実
績

70 ％

達
成
率

100.0 ％

目
標

4,000 人 3,340 人

実
績

3,030 人 1,983 人

達
成
率

75.8 ％ 59.4 ％

目
標

70 ％

実
績

70 ％

達
成
率

100.0 ％

目
標

4,000 人 3,340 人

実
績

3,030 人 1,983 人

達
成
率

75.8 ％ 59.4 ％

―

―

単年度目標
なし

5,400

7,95031,072

2,425

―

女性
活躍
推進
課

⑤
❽
⑩

16

15

―

3,500人
(R6年
度)

73％
(R5年
度)

　女性の就職・キャ
リアアップ・創業な
どをワンストップで
支援する「ウーマン
ワークカフェ北九
州」を運営する。

女性の就業率
（25～44歳）

　女性の就職促進を
目指し、性別による
固定的な価値観や生
き方を払拭するた
め、学生の頃から
「多様な働き方」な
どの啓発に取り組
む。
　また、女性の理工
系分野への関心を高
めることを目的とし
た女子中学生向けの
理工チャレンジ体験
プログラムや、女子
高校生向けの理工系
職業インターンシッ
プ支援にも取り組
む。

ウーマンワーク
カフェ北九州新
規利用者数

―

―

65.9％
(H22年
国勢調
査)

73％
(R5年
度)

3,500人
(R6年
度)

2,300 1,342

32,672
ウーマンワー
クカフェ北九
州運営事業

女性
活躍
推進
課

やや
遅れ

④
⑤
❽
⑩

働き方改革先
進都市事業

単年度目標
なし

女性の就業率
（25～44歳）

ウーマンワーク
カフェ北九州新
規利用者数

65.9％
(H22年
国勢調
査)

31,649

　ウーマンワークカフェ北
九州の運営について、新型
コロナウイルス感染症拡大
の影響を受けて来所を自粛
する女性が多かったため、
電話相談等でも対応を行っ
た。新規利用者数（来所）
は前年度を下回ったが、電
話相談を含めた窓口相談数
は6,140件と、前年度
（6,079件）と同水準で
あった。また、就職決定率
も33.4％と、前年度
（33.8％）と同水準となっ
ているが、当初の目標に対
しての達成率が60％未満の
ため、「やや遅れ」と判
断。

やや
遅れ

　新型コロナウイルス感染
症の影響により、女子中学
生が理工系の企業等を訪問
する「理工チャレンジ」体
験プログラムは中止とした
が、その代替として、当該
プログラムに参加予定で
あった企業の協力を得て、
理工系企業で活躍する女性
をロールモデルとして紹介
するリーフレットを女子中
学生に配布し、多様な進路
選択の支援を行うことがで
きた。しかし、当初の目標
に対しての達成率が60％未
満のため、「やや遅れ」と
判断。
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令和2年度　行政評価の取組結果（総務局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の
理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

R2年度
R4年度予算要求に向けた


施策の方向性

R1年度

R1年度 R2年度

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 人件費
（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

　中学生用副読本の作成・
配付、市職員への研修、大
学での新入生に向けた講
演、市民文化スポーツ局と
共催した「地域の『ちか
ら』報告会」での説明実施
等により、条例に対する理
解が深まっているものと考
え、「順調」と判断。

―

4,836

1,446 4,650

29,000

―

2,61910,000―

―

建設用地の造
成及び周辺樹
木の整備

556,564

576

46,626

建築工事・展
示製作等の実

施

―

17

市民が主役の自
治（市民自治）
の確立

建築工事・展
示製作等の実

施

北九州市自治
基本条例推進
事業

―

―

―

市民が
平和の
尊さを
理解す
ること

市民自
治の確

立
順調

Ⅲ-3-
(3)-①

市民参
画と協
働のた
めの仕
組みづ
くり

18

⓱19

❹

❹

非核・平和推
進事業

Ⅱ-3-
(4)-①
平和の
尊さへ
の理解
の促進

（仮称）平和
資料館建設事
業

　戦後70年余りが経
過し、悲惨な戦争の
記憶の風化が懸念さ
れ、戦争の記憶を後
世に伝えることが重
要となっている。改
めて、戦争の悲惨さ
を市民に伝え、平和
の大切さ、命の尊さ
を考えるきっかけと
するため、新たに
「（仮称）平和資料
館」の建設に向けた
取組みを行う。

　本市の平和に対す
る基本的姿勢を示す
「北九州市非核平和
都市宣言」に込めら
れた平和への願いを
市民に伝えるため、
また、悲惨な戦争の
記憶を風化させるこ
となく次の世代に伝
えるため、事業を実
施するもの。

（仮称）平和資
料館の建設

総務
課

総務
課

市民が平和の尊
さを理解し、共
有していくこと

―

―

建築工事・展
示製作等の実

施

―

―

―

―

(仮称)
平和資
料館の
建設

580,400

【評価理由】
　戦後70年余りが経過し、
悲惨な戦争の記憶の風化が
懸念される中、これらを後
世に伝えるための（仮称）
平和資料館の建設は大変重
要な事業であり、当事業は
着実に進展している。
　また、令和2年度は新型
コロナウイルス感染症の全
国的な感染拡大により、長
崎市への派遣事業は中止し
たものの、「嘉代子桜・親
子桜」の市内高校への植樹
や、紙芝居『嘉代子桜』の
市内小学校等への配布な
ど、市民に平和への尊さを
伝えることができており、
「順調」と判断。

【課題】
　（仮称）平和資料館につ
いては、令和4年度早期の
開館に向けて、遅滞なく開
館準備を進める必要があ
る。

順調

【評価理由】
　中学生用副読本の配付、
市職員への研修の実施、
「地域の『ちから』報告
会」での説明等、条例に対
する理解を深め、市政への
市民参画の重要性について
考えてもらうための各種取
組により、市民の関心を高
めていることから、「順
調」と判断。

【課題】
　自治基本条例に対する理
解を深め、市民の市政への
更なる参画を推進する必要
がある。

― 1,497

　本市の自治の基本
的ルールを定めた
「北九州市自治基本
条例」（平成22年10
月1日施行）の意義
や理念などを多くの
市民に理解してもら
うため、周知等を行
う。また、情報共有
や住民参画の視点か
ら業務を行い、条例
の目指すまちづくり
ができるよう、職員
向けの研修を行う。

総務
課

順調

　（仮称）平和資料館の開
館に向けて、建物の工事に
着手した。また、有識者等
の専門家的な見地から意見
を聴取する「（仮称）平和
資料館開設準備懇話会」を
開催し、資料館の自主事業
や運営体制、ソフト事業等
の検討を行うなど、（仮
称）平和資料館開館に向け
た取組が着実に進んだこと
から「順調」と判断。

　全国的な新型コロナウイ
ルス感染症拡大により、長
崎市への派遣事業は全て中
止としたものの、「嘉代子
桜・親子桜」の市内高校へ
の植樹や、紙芝居『嘉代子
桜』の市内小学校等への配
布など、戦争の悲惨さや平
和の尊さを市民に伝える取
組を着実に実施しており
「順調」と判断。

順調

順調

　引き続き、市民への周知
活動や職員への研修等を実
施していく。特に若年層へ
の認知度の向上を図り、自
治基本条例に対する理解と
市政への市民参画を推進し
ていく。

　（仮称）平和資料館につ
いて、令和3年度中に全て
の工事が完了する予定であ
る。
　遅滞なく開館準備を進
め、開館後は館の円滑な運
営に努める。また、様々な
企画展を実施するなど、来
場促進に努める。

　また、引き続き「嘉代子
桜・親子桜」の植樹や長崎
市が主催する「青少年ピー
スフォーラム」への小中高
校生の派遣、親子で平和の
尊さを考えるための「長崎
市平和派遣事業」等に取り
組み、戦争の記憶を後世に
伝えていく。

―

6,400

―
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令和2年度　行政評価の取組結果（総務局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の
理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

R2年度
R4年度予算要求に向けた


施策の方向性

R1年度

R1年度 R2年度

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 人件費
（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

目
標

実
績

68.5 ％ 66.2 ％

達
成
率

167.1 ％ 96.6 ％

目
標

70 ％

実
績

70 ％

達
成
率

100.0 ％

目
標

4,000 人 3,340 人

実
績

3,030 人 1,983 人

達
成
率

75.8 ％ 59.4 ％

2,300 2,425

3,500人
(R6年
度)

R1年度
比増加
(R6年
度)

R1年度比
増加

単年度目標
なし

―

―
73％
(R5年
度)

H25年度の水
準より増加

仕事と生活の調
和が図られてい
ると感じる人の
割合

68.5％
(R1年
度)

④
⑤
❽
⑩

働き方改革先
進都市事業

女性
活躍
推進
課

ワーク・ライ
フ・バランス
推進事業

⑤
❽
⑩

20

Ⅲ-3-
(3)-③

企業の
地域活
動への
参画促
進

1,342 5,400

　社会において女性が自ら
の個性・能力を十分に発揮
して活躍するためには、学
生時代から性別による固定
的役割分担意識をなくし、
理工系分野など多様な進路
に興味関心を持てるように
することが重要である。
　今後とも、女性の活躍が
進んでいない分野を中心
に、市内の大学や理工系企
業と連携しながら、女子学
生の進路選択を支援してい
く。

　女性活躍・ワークライフ
バランスの推進に関する企
業へのアドバイザー派遣や
各種セミナーの開催等につ
いては、新型コロナウイル
ス感染症拡大の影響を受け
減少傾向となったが、オン
ライン開催など方法を工夫
しながら実施することがで
きた。女性活躍・ワークラ
イフバランス表彰受賞者数
は、令和元年度を上回る実
績（R1:4社→R2:6社）と
なった。
　加えて、仕事と生活の調
和が図られていると感じる
人の割合は、令和元年度と
同水準であるため、「順
調」と判断。

順調順調

【評価理由】
　女性活躍・ワークライフ
バランス表彰や企業へのア
ドバイザー派遣、各種セミ
ナーの開催等により、企業
等への取組支援が着実に進
んでいる。また、仕事と生
活の調和が図られていると
感じる人の割合について
も、令和元年度と同水準で
ある。
　以上のことから、「順
調」と判断。

【課題】
　コロナ禍で女性活躍・
ワークライフバランスの推
進や働き方改革がより一層
求められているところ、企
業の意識改革がさらに重要
となってくる。そのため、
企業への取組支援に係る効
果的なPRを図るとともに、
働き方改革等への企業の意
識改革につながるような取
組を強化する必要がある。
また、引き続き、コロナ禍
のような有事にも切れ目の
ない支援を継続できるよ
う、実施方法などについて
の柔軟な対応が求められ
る。

10,7007,070

　誰もが多様な働き
方や生き方を選択で
き、活力ある豊かな
社会を実現するた
め、企業等の取組支
援などを行うととも
に、企業や地域での
様々な活動と連携し
ながら仕事と生活の
調和（ワーク・ライ
フ・バランス）の推
進を図る。

5,926

【評価理由】
　新型コロナウイルス感染
症の影響により、事業内容
を変更せざるを得なかった
が、女子中学生への多様な
進路選択の支援を切れ目な
く行うことができたため、
「順調」と判断。

【課題】
　令和3年度も引き続き、
新型コロナウイルス感染症
の感染拡大のおそれがある
ため、事業の実施にあたっ
ては内容の工夫や変更が必
要となる。また、現在、女
子中学生向けの啓発事業を
行っているが、女子学生の
様々な進路選択の機会を捉
えてアプローチをしていく
ことも考えられる。

順調

　新型コロナウイルス感染
症の影響により、女子中学
生が理工系の企業等を訪問
する「理工チャレンジ」体
験プログラムは中止とした
が、その代替として、当該
プログラムに参加予定で
あった企業の協力を得て、
理工系企業で活躍する女性
をロールモデルとして紹介
するリーフレットを女子中
学生に配布し、多様な進路
選択の支援を行うことがで
きた。しかし、当初の目標
に対しての達成率が60％未
満のため、「やや遅れ」と
判断。

やや
遅れ

　女性の就職促進を
目指し、性別による
固定的な価値観や生
き方を払拭するた
め、学生の頃から
「多様な働き方」な
どの啓発に取り組
む。
　また、女性の理工
系分野への関心を高
めることを目的とし
た女子中学生向けの
理工チャレンジ体験
プログラムや、女子
高校生向けの理工系
職業インターンシッ
プ支援にも取り組
む。

65.9％
(H22年
国勢調
査)

ウーマンワーク
カフェ北九州新
規利用者数

Ⅳ-3-
(2)-①
若年者
の就業
意識の
啓発や
能力開
発・就
職活動
への支
援

女性
活躍
推進
課

21

　仕事と生活の調和が図ら
れていると感じる人の割合
が今後さらに上昇していく
よう、引き続き、各種支援
を通じて企業の意識改革を
一層推進していく。また、
事業の実施にあたっては、
企業のニーズを踏まえ、効
率的な事業実施や効果的な
PRを検討していく。

―

女性の就業率
（25～44歳）

4,543
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令和2年度　行政評価の取組結果（総務局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の
理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

R2年度
R4年度予算要求に向けた


施策の方向性

R1年度

R1年度 R2年度

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 人件費
（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

70 ％

実
績

70 ％

達
成
率

100.0 ％

目
標

1,200 社

実
績

1,474 社 1,390 社

達
成
率

122.8 ％ ―

単年度目標
なし

―

―

【評価理由】
　市民向けの取組として、
男女共同参画センター及び
勤労婦人センターにおい
て、男女共同参画社会の形
成の推進に向けたイベント
や講座の開催、就業・キャ
リアアップ支援、相談等を
実施している。講座数・参
加者数は新型コロナウイル
ス感染症拡大防止のため休
館及び利用者数の制限を
行ったことから共に減少し
たものの、オンラインやオ
ンデマンドによる講義に変
更する等、コロナ禍の状況
を踏まえ工夫して実施して
いる。
　また、広報啓発事業で
は、実施主体である団体そ
れぞれが工夫しながら広報
啓発等の課題に取り組み、
コロナ禍においてオンライ
ン等の新たな実施手法を生
かした講座を行っている。
　女性の社会における活躍
に係る取組については、市
内の女性管理職や女性創業
者の育成、子育て中の女性
の就職支援など、女性の
「働く」に係る幅広い支援
を着実に進めることができ
た。
　ウーマンワークカフェ北
九州は、コロナ禍で新規利
用者数が減少したものの、
電話相談等により切れ目の
ない支援を行った。また、
就職決定率も前年度と同水
準であり、安定的に女性の
就労に繋げることができて
いる。
　働き方改革先進都市事業
は、新型コロナウイルス感
染症の影響により、事業内
容を変更せざるを得なかっ
たが、女子中学生への多様
な進路選択の支援を切れ目
なく行うことができた。
　また、市内企業等に向け
た取組としては、北九州イ
クボス同盟の加盟数・活動
内容ともに充実してきてお
り、仕事と生活の調和がと
れていると感じる人の割合
も安定的に推移している。
以上のことから、「順調」
と判断。

【課題】
　男女共同参画センター・
ムーブ及び勤労婦人セン
ター・レディス（もじ・や
はた）においては、男女共
同参画社会の形成を一層推
進するため、より多くの方
が関心を持って参加できる

順調

　成果指標としている項目
の調査は5年毎に実施のた
め、達成率は「－」とし
た。
　新型コロナウイルス感染
症拡大防止のため休館及び
利用者数の制限を行ったこ
とから男女共同参画推進に
係る講座数・参加者数共に
減少した。特に参加者数
は、ムーブフェスタを中止
したことから達成率20.6％
と大幅に減少した。
　男女共同参画社会の形成
の推進に向けたイベントや
講座の開催、就業・キャリ
アアップ支援、相談事業等
は当初の事業計画どおりに
進めることができなかった
が、新型コロナウイルス感
染症拡大防止対策の一環と
して一部の講座で対面では
なくオンラインやオンデマ
ンドによる講義等、新たな
実施手法等を取り入れ工夫
して実施したことから、
「順調」と判断。

339,251

Ⅳ-3-
(2)-②
女性が
活躍す
る産業
都市づ
くりの
推進

11,455 11,991

―

単年度目標
なし

―

―

単年度目標
なし

―

順調

73％
(R5年
度)

H29年度
の水準
より減

少
(R4年
度)

340,537

単年度目標
なし

80％
(R4年
度)

1,600社
(R6年
度)

―

単年度目標
なし

26.7％
(H29年
度)

597社
(H26年
度)

―
69.7％
(H29年
度)

単年度目標
なし

65.9％
(H22年
国勢調
査)

―

ダイバーシティ
行動宣言等登
録・届出企業
（累計）

女性の就業率
（25～44歳）

男女共同参画
センター及び
勤労婦人セン
ター管理運営
事業

　働く女性・働きた
い女性が、各々の希
望に応じ、その個性
と能力を十分に発揮
し輝けるよう、キャ
リアアップや就職、
創業支援、子育てと
の両立支援等、幅広
く女性の就業を支援
するほか、ウーマン
ワークカフェ北九州
の更なる周知広報と
新規利用者の獲得を
図る。

　男女共同参画セン
ター・ムーブ及び勤
労婦人センター・レ
ディス（もじ・やは
た）において、施設
の運営をはじめ、地
域に根ざした男女共
同参画推進、女性
リーダー育成、就
職・再就職に向けた
就業・キャリアアッ
プ支援、あるいは相
談事業など、様々な
事業を展開し、男女
共同参画社会の形成
を推進する。

女性輝き！推
進事業

④
❺
⑧
⑩

女性
活躍
推進
課

④
❺
⑧
⑩
⑰

9,545

8,950

12,750

330,272

　男女共同参画社会の形成
の推進に向けた効果的な取
組を実施するため、コロナ
禍での事業実施を契機に取
り入れたオンライン等によ
る講義を積極的に行うこと
で、これまで参加していな
かった若年層等を含めた幅
広い層を見据えた事業を実
施する。
　女性個人については、働
く女性・働きたい女性が、
各々の希望に応じ、その個
性と能力を十分に発揮して
活躍できるよう、引き続き
幅広い支援を行うことが重
要である。
　女性の就労支援について
は、ウーマンワークカフェ
北九州の利用を促進すると
ともに、子育て中の女性が
参加しやすいよう実施方法
等を工夫しながらセミナー
等を実施する。
　女性の管理職・創業者支
援については、引き続き
ニーズを踏まえながら、ス
キルアップとネットワーク
づくりを行う。
　コロナ禍で雇用情勢が不
安定な中、女性の就労支援
の拠点であるウーマンワー
クカフェ北九州の役割はま
すます重要となっている。
　ウーマンワークカフェ北
九州の利用促進に向けて、
一層の周知広報を図るとと
もに、女性の多様なライフ
キャリアに合わせたきめ細
かい支援を充実させてい
く。
　さらに、社会において女
性が自らの個性・能力を十
分に発揮して活躍するため
には、学生時代から性別に
よる固定的役割分担意識を
なくし、理工系分野など多
様な進路に興味関心を持て
るようにすることが重要で
ある。
　今後とも、働き方改革先
進都市事業においては、女
性の活躍が進んでいない分
野を中心に、市内の大学や
理工系企業と連携しなが
ら、女子学生の進路選択を
支援していく。
　市内企業等のイクボス推
進については、「北九州イ
クボス同盟」設立5周年の
節目において、当該同盟の
一層の拡大を目指すととも
に、記念イベント等の実施
により、本市全体の機運醸
成を図る。

順調

　コロナ禍でも実施方法等
を工夫しながら、例年と概
ね同程度の研修等を実施す
ることができた。女性管理
職の登用や女性創業者支援
等に係る研修参加者へのア
ンケート結果の満足度がそ
れぞれ9割に達し、また、
ダイバーシティ行動宣言等
登録・届出企業数も伸びて
いることから、「順調」と
判断。
　なお、「ダイバーシティ
行動宣言等登録・届出企
業」は、第2期まち・ひ
と・しごと総合戦略の策定
に伴い、事業の組み換えや
終了によって一部指標を削
除するなど、令和2年度よ
り算定方法を見直した。
（令和2年度に削除した指
標を除いた令和元年度の企
業数：1,266社）

22

男女
共同
参画
推進
課

―

男女共同参画社
会という言葉の
認知度

性別による固定
的役割分担意識
に肯定的な人の
割合
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令和2年度　行政評価の取組結果（総務局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の
理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

R2年度
R4年度予算要求に向けた


施策の方向性

R1年度

R1年度 R2年度

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 人件費
（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

目
標

実
績

66.2 ％

達
成
率

96.6 ％

目
標

70 ％

実
績

70 ％

達
成
率

100.0 ％

目
標

4,000 人 3,340 人

実
績

3,030 人 1,983 人

達
成
率

75.8 ％ 59.4 ％

―

が関心を持って参加できる
イベントや講座となるよう
継続的にテーマや事業手法
を見直す必要がある。
　社会における女性の活躍
としては、子育て中の女性
については両立不安の緩和
が、女性管理職や創業者に
ついてはネットワークづく
りが課題となっている。ま
た、コロナ禍のような有事
でも切れ目のない支援を継
続できるよう、実施方法な
どについての柔軟な対応が
求められる。
　また、ウーマンワークカ
フェ北九州の新規利用者数
が減少する中、新型コロナ
ウイルス感染症への対策に
も努めながら、特に子育て
中の女性のニーズを踏まえ
て、女性の就労を切れ目な
く支援していくことが重要
である。令和3年度に5周年
を迎えるところ、記念イベ
ントの実施等を通じて、一
層の認知度の向上や支援の
充実を図っていく必要があ
る。
　働き方改革先進都市事業
は、令和3年度も引き続
き、新型コロナウイルス感
染症の感染拡大のおそれが
あるため、事業の実施にあ
たっては内容の工夫や変更
が必要となる。また、現
在、女子中学生向けの啓発
事業を行っているが、女子
学生の様々な進路選択の機
会を捉えてアプローチをし
ていくことも考えられる。
　北九州イクボス同盟の拡
大のため、「イクボス」及
び「イクボス同盟」の認知
度向上を図り、さらに市内
企業等におけるイクボス推
進を加速させていく必要が
ある。

やや
遅れ

1,500 1,500 10,700
68.5％
(R1年
度)

女性の就業率
（25～44歳）

仕事と生活の調
和が図られてい
ると感じる人の
割合

女性
活躍
推進
課

女性
活躍
推進
課

　女性の就職・キャ
リアアップ・創業な
どをワンストップで
支援する「ウーマン
ワークカフェ北九
州」を運営する。

　働く人の幸せ、生
産性・業績の向上、
人材確保に繋がり、
その先にある「働き
やすいまち北九州」
を目指すために、平
成29年度に設立した
「北九州イクボス同
盟」を推進し、経営
者・管理職の意識改
革を図る。

ウーマンワー
クカフェ北九
州運営事業

―

単年度目標
なし

32,672

R1年度比
増加

―

73％
(R5年
度)

R1年度
比増加
(R6年
度)

31,07231,649

　ウーマンワークカフェ北
九州の運営について、新型
コロナウイルス感染症拡大
の影響を受けて来所を自粛
する女性が多かったため、
電話相談等でも対応を行っ
た。新規利用者数（来所）
は前年度を下回ったが、電
話相談を含めた窓口相談数
は6,140件と、前年度
（6,079件）と同水準で
あった。また、就職決定率
も33.4％と、前年度
（33.8％）と同水準となっ
ているが、当初の目標に対
しての達成率が60％未満の
ため、「やや遅れ」と判
断。

7,950

順調

　学生等求職者向けの業界
研究会を実施することで、
学生等に対して「イクボ
ス」やイクボス推進企業の
PRを行い、企業の人材確保
支援に繋げていくこと等に
よる加盟インセンティブの
拡大を図り、同盟加盟数が
増加した（R2:181社）。加
えて、仕事と生活の調和が
とれていると感じる人の割
合が令和元年度と同水準の
ため、「順調」と判断。

3,500人
(R6年
度)

―

65.9％
(H22年
国勢調
査)

ウーマンワーク
カフェ北九州新
規利用者数

25
⑤
❽
⑩

⑤
❽
⑰

北九州イクボ
ス同盟拡大推
進事業
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令和2年度　行政評価の取組結果（総務局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の
理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

R2年度
R4年度予算要求に向けた


施策の方向性

R1年度

R1年度 R2年度

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 人件費
（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

目
標

70 ％

実
績

70 ％

達
成
率

100.0 ％

目
標

4,000 人 3,340 人

実
績

3,030 人 1,983 人

達
成
率

75.8 ％ 59.4 ％

目
標

実
績

達
成
率

42,00039,00039,000

　本市の男女共同参画社会
の形成の推進に向け、
フォーラムのあり方につい
ての検討結果に基づき、具
体的な取組を進める。

【評価理由】
　テーマや対象を絞り込ん
だ国際会議やセミナーの開
催等、市民の理解促進に向
け改善を加えながら実施し
ており、参加者の満足度も
高いことから「順調」と判
断。

【課題】
　本市の男女共同参画社会
の形成の推進に向け、課題
認識や解決につながる取組
を進めていく。より効率
的・効果的に実施するた
め、選択と集中により事業
の見直し等を検討する必要
がある。

順調

　（公財）アジア女性交
流・研究フォーラムの目指
す「国際的な最新情報の収
集・発信」「成果の地域還
元」「あらゆる分野での女
性のエンパワーメント」
「次世代育成」「情報提供
の充実」を達成するため、
「アジア女性会議－北九
州」（参加者191人、満足
度81%）やワールドリポー
トセミナー等の国際理解促
進のためのセミナーを開催
した（参加者58人、
88.9%）。また、「大学生
のためのキャリア形成開発
プログラム」では、オンラ
イン方式やオンデマンド方
式で市内3大学に8回講義を
行うなど、新しい生活様式
に対応して取組を進めてい
る。
　指標としている項目の調
査は5年毎実施のため、達
成度は「－」とした。参加
者の満足度も高いことから
「順調」と判断。

順調4,050

Ⅶ-1-
(3)-③

社会制
度や社
会問題
などに
関する
国際協
力の推
進

27
④
❺
⑩

（公財）アジ
ア女性交流・
研究フォーラ
ム事業

男女
共同
参画
推進
課

　「国際的な最新情
報の収集・発信」
「成果の地域還元」
「あらゆる分野での
女性のエンパワーメ
ント」「次世代育
成」「情報提供の充
実」を目指し、様々
な事業を実施する、
（公財）アジア女性
交流・研究フォーラ
ムの活動を支援す
る。

やや
遅れ

　新型コロナウイルス感染
症の影響により、女子中学
生が理工系の企業等を訪問
する「理工チャレンジ」体
験プログラムは中止とした
が、その代替として、当該
プログラムに参加予定で
あった企業の協力を得て、
理工系企業で活躍する女性
をロールモデルとして紹介
するリーフレットを女子中
学生に配布し、多様な進路
選択の支援を行うことがで
きた。しかし、当初の目標
に対しての達成率が60％未
満のため、「やや遅れ」と
判断。

―

1,3422,300

3,500人
(R6年
度)

女性
活躍
推進
課

女性の就業率
（25～44歳）

　女性の就職促進を
目指し、性別による
固定的な価値観や生
き方を払拭するた
め、学生の頃から
「多様な働き方」な
どの啓発に取り組
む。
　また、女性の理工
系分野への関心を高
めることを目的とし
た女子中学生向けの
理工チャレンジ体験
プログラムや、女子
高校生向けの理工系
職業インターンシッ
プ支援にも取り組
む。

26 5,4002,425

H29年度
の水準
より減

少
(R4年
度)

―

単年度目標
なし

26.7％
(H29年
度)

73％
(R5年
度)

65.9％
(H22年
国勢調
査)

―

性別による固定
的役割分担意識
に肯定的な人の
割合

―

ウーマンワーク
カフェ北九州新
規利用者数

―

―

④
⑤
❽
⑩

働き方改革先
進都市事業

単年度目標
なし

単年度目標
なし

―
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